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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
第１及び第２磁性体小片を含む磁性体層と、
前記磁性体層の一面又は両面に形成されるカバーフィルムと、を含み、
前記磁性体層とカバーフィルムの積層方向の断面において、前記第１磁性体小片の縦軸方
向の長さをａ、横軸方向の長さをｂ、前記第２磁性体小片の縦軸方向の長さをａ’、横軸
方向の長さをｂ’としたときに、ｂ／ａ＞ｂ’／ａ’を満たし、
前記第１磁性体小片は前記磁性体層の外郭領域に配置され、前記第２磁性体小片は前記磁
性体層の中央領域に配置される、磁性体シート。
【請求項２】
前記ｂ／ａ及びｂ’／ａ’は、１０≦ｂ／ａ≦１０００及び０．００１≦ｂ’／ａ’≦１
を満たす、請求項１に記載の磁性体シート。
【請求項３】
前記第１及び第２磁性体小片は、金属粉末、金属フレーク及びフェライトのうち一つ以上
を含む、請求項１に記載の磁性体シート。
【請求項４】
前記金属粉末及び金属フレークは、鉄（Ｆｅ）、鉄‐シリコン（Ｆｅ‐Ｓｉ）合金、鉄-
シリコン-アルミニウム（Ｆｅ‐Ｓｉ‐Ａｌ）合金、鉄‐シリコン‐クロム（Ｆｅ‐Ｓｉ
‐Ｃｒ）合金及びニッケル‐鉄‐モリブデン（Ｎｉ‐Ｆｅ‐Ｍｏ）合金からなる群から選
択される一つ以上を含む、請求項３に記載の磁性体シート。
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【請求項５】
前記フェライトは、ニッケル‐亜鉛‐銅（Ｎｉ‐Ｚｎ‐Ｃｕ）又はマンガン‐亜鉛（Ｍｎ
‐Ｚｎ）を含む、請求項３に記載の磁性体シート。
【請求項６】
前記カバーフィルムはポリエチレンテレフタレートを含む、請求項１に記載の磁性体シー
ト。
【請求項７】
第１及び第２磁性体小片を含む磁性体層と、前記磁性体層の一面又は両面に形成されるカ
バーフィルムと、を含む磁性体シートと、
磁性体シートにおいて第１磁性体小片に対応する領域の上部に形成されるコイルと、を含
み、
前記磁性体層とカバーフィルムの積層方向の断面において、前記第１磁性体小片の縦軸方
向の長さをａ、横軸方向の長さをｂ、前記第２磁性体小片の縦軸方向の長さをａ’、横軸
方向の長さをｂ’としたときに、ｂ／ａ＞ｂ’／ａ’を満たし、
前記第１磁性体小片は前記コイルに対応する領域に配置され、前記第２磁性体小片は前記
コイルが存在していない領域に対応する領域に配置される、電磁気誘導モジュール。
【請求項８】
前記ｂ／ａ及びｂ’／ａ’は、１０≦ｂ／ａ≦１０００及び０．００１≦ｂ’／ａ’≦１
を満たす、請求項７に記載の電磁気誘導モジュール。
【請求項９】
前記第１及び第２磁性体小片は、金属粉末、金属フレーク（ｆｌａｋｅ）及びフェライト
のうち一つ以上を含む、請求項７に記載の電磁気誘導モジュール。
【請求項１０】
前記金属粉末及び金属フレークは、鉄（Ｆｅ）、鉄‐シリコン（Ｆｅ‐Ｓｉ）合金、鉄‐
シリコン‐アルミニウム（Ｆｅ‐Ｓｉ‐Ａｌ）合金、鉄‐シリコン‐クロム（Ｆｅ‐Ｓｉ
‐Ｃｒ）合金及びニッケル‐鉄‐モリブデン（Ｎｉ‐Ｆｅ‐Ｍｏ）合金からなる群から選
択される一つ以上を含む、請求項９に記載の電磁気誘導モジュール。
【請求項１１】
前記フェライトは、ニッケル‐亜鉛‐銅（Ｎｉ‐Ｚｎ‐Ｃｕ）又はマンガン‐亜鉛（Ｍｎ
‐Ｚｎ）を含む、請求項９に記載の電磁気誘導モジュール。
【請求項１２】
前記カバーフィルムはポリエチレンテレフタレートを含む、請求項７に記載の電磁気誘導
モジュール。
【請求項１３】
前記第１及び第２磁性体小片は互いに大きさが異なる、請求項１に記載の磁性体シート。
【請求項１４】
前記第１磁性体小片は前記第２磁性体小片より大きさが大きい、請求項１３に記載の磁性
体シート。
【請求項１５】
前記ａとａ’は同一である、請求項１に記載の磁性体シート。
【請求項１６】
前記ａ及びａ’は前記磁性体層の厚さと同一である、請求項１５に記載の磁性体シート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁界の流れを効率的に制御することができる磁性体複合シート及び電磁気誘
導モジュールに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、携帯端末などに内蔵される二次電池を充電するために、電力を無接点で伝送する
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システムが研究されている。
【０００３】
　通常、無接点電力伝送装置は、電力を伝送する無接点電力送信装置と、電力を受信して
貯蔵する無接点電力受信装置と、を含む。
【０００４】
　このような無接点電力伝送装置は、電磁誘導を利用して電力を送受信し、このためにそ
れぞれの内部にはコイルが備えられる。
【０００５】
　回路部とコイル部で構成された無接点電力受信装置は、携帯電話のケースあるいはクレ
ードル（ｃｒａｄｌｅ）タイプの追加のアクセサリ器具に付着されてその機能を発現する
。
【０００６】
　無接点電力伝送装置の作動原理について説明すると、まず、無接点電力送信装置の電源
部に外部から供給される家庭用交流電源が入力される。
【０００７】
　入力された家庭用交流電源は、電源変換部で直流電源に変換された後、特定の周波数の
交流電圧にまた変換されて無接点送信装置に提供される。
【０００８】
　交流電圧が無接点電力送信装置のコイル部に印加されると、コイル部周辺の磁界が変化
する。
【０００９】
　無接点電力送信装置と隣接するように配置される無接点電力受信装置のコイル部の磁界
が変化するのに伴い、無接点電力受信装置のコイル部は電源を出力して二次電池を充電す
る。
【００１０】
　このような無接点電力伝送装置では、通信距離増大のためにＲＦアンテナと金属バッテ
リーとの間に磁性体シートを配置する 。
【００１１】
　従来は、フェライトシートの焼結前に少なくとも一つの連続するＵ型溝又はＶ型溝を有
するようにして、焼結後に接着フィルムとＰＥＴフィルムとの間にフェライト基板を積層
することで柔軟なフェライト基板を製造する。
【００１２】
　現在、無接点電力受信装置の商用化のために、より高効率の無接点電力伝送装置の開発
が求められている。
【００１３】
　下記先行技術文献に記載の特許文献１は、磁性体小片を含む磁性体シートを開示してい
るが、磁性体小片が互いに異なる大きさ及び形状を有する点については具体的に開示して
いない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１４】
【特許文献１】韓国特許第１０-１１３７２７１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　本発明は、磁界の流れを効率的に制御することができる磁性体複合シート及び電磁気誘
導モジュールを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明の一実施形態は、互いに異なる大きさの第１及び第２磁性体小片を含む磁性体層
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と、上記磁性体層の一面又は両面に形成されるカバーフィルムと、を含み、上記磁性体層
とカバーフィルムの積層方向の断面において、第１磁性体小片の縦軸方向の長さをａ、横
軸方向の長さをｂ、上記第２磁性体小片の縦軸方向の長さをａ’、横軸方向の長さをｂ’
としたときに、ｂ／ａ＞ｂ’／ａ’を満たす磁性体複合シートを提供する。
【００１７】
　上記ｂ／ａ及びｂ’／ａ’は、１０≦ｂ／ａ≦１０００及び０．００１≦ｂ’／ａ’≦
１を満たすことができる。
【００１８】
　上記第１及び第２磁性体小片は、金属粉末、金属フレーク（ｆｌａｋｅ）及びフェライ
トのうち一つ以上を含むことができる。
【００１９】
　上記金属粉末及び金属フレーク（ｆｌａｋｅ）は、鉄（Ｆｅ）、鉄‐シリコン（Ｆｅ‐
Ｓｉ）合金、鉄‐シリコン‐アルミニウム（Ｆｅ‐Ｓｉ‐Ａｌ）合金、鉄‐シリコン‐ク
ロム（Ｆｅ‐Ｓｉ‐Ｃｒ）合金及びニッケル鉄‐モリブデン（Ｎｉ‐Ｆｅ‐Ｍｏ）合金か
らなる群から選択される一つ以上を含むことができる。
【００２０】
　上記フェライトは、ニッケル亜鉛‐銅（Ｎｉ‐Ｚｎ‐Ｃｕ）又はマンガン‐亜鉛（Ｍｎ
‐Ｚｎ）を含むことができる。
【００２１】
　上記カバーフィルムはポリエチレンテレフタレート（ＰＴＥ、ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎ
ｅ　ｔｅｒｅｐｈｔｈａｌａｔｅ）を含むことができる。
【００２２】
　本発明の他の一実施形態は、互いに異なる大きさの第１及び第２磁性体小片を含む磁性
体層と、上記磁性体層の一面又は両面に形成されるカバーフィルムと、を含む磁性体シー
トと、磁性体シートにおいて第１磁性体小片に対応する領域の上部に形成されるアンテナ
部と、を含み、上記磁性体層とカバーフィルムの積層方向の断面において、第１磁性体小
片の縦軸方向の長さをａ、横軸方向の長さをｂ、上記第２磁性体小片の縦軸方向の長さを
ａ’、横軸方向の長さをｂ’としたときに、ｂ／ａ＞ｂ’／ａ’を満たす電磁気誘導モジ
ュールを提供する。
【００２３】
　上記ｂ／ａ及びｂ’／ａ’は、１０≦ｂ／ａ≦１０００及び０．００１≦ｂ’／ａ’≦
１を満たすことができる。
【００２４】
　上記第１及び第２磁性体小片は、金属粉末、金属フレーク（ｆｌａｋｅ）及びフェライ
トのうち一つ以上を含むことができる。
【００２５】
　上記金属粉末及び金属フレーク（ｆｌａｋｅ）は、鉄（Ｆｅ）、鉄‐シリコン（Ｆｅ‐
Ｓｉ）合金、鉄‐シリコン‐アルミニウム（Ｆｅ‐Ｓｉ‐Ａｌ）合金、鉄‐シリコン‐ク
ロム（Ｆｅ‐Ｓｉ‐Ｃｒ）合金及びニッケル‐鉄‐モリブデン（Ｎｉ‐Ｆｅ‐Ｍｏ）合金
からなる群から選択される一つ以上を含むことができる。
【００２６】
　上記フェライトは、ニッケル‐亜鉛‐銅（Ｎｉ‐Ｚｎ‐Ｃｕ）又はマンガン‐亜鉛（Ｍ
ｎ‐Ｚｎ）を含むことができる。
【００２７】
　上記カバーフィルムはポリエチレンテレフタレート（ＰＴＥ、ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎ
ｅ　ｔｅｒｅｐｈｔｈａｌａｔｅ）を含むことができる。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明の磁性体複合シート及び電磁気誘導モジュールは、磁界の流れを効率的に制御す
ることができ、無線電力送受信装置に適用する際に送受信効率を向上させることができる
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。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明の一実施形態による磁性体複合シートを概略的に示す斜視図である。
【図２】図１のＡ‐Ａ’断面図である。
【図３】本発明の一実施形態による電磁気誘導モジュールを示す断面図である。
【図４】受信部と送信部で構成された無線充電装置を概略的に示す斜視図である。
【図５】図４のＡ‐Ａ’断面図である。
【図６】無線充電受信装置を備えた電子部品の分解斜視図である。
【図７】無線充電受信装置を備えた電子部品及び無線充電送信装置の分解斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　以下では、添付の図面を参照して本発明の好ましい実施形態について説明する。しかし
、本発明の実施形態は様々な他の形態に変形されることができ、本発明の範囲は以下で説
明する実施形態に限定されない。また、本発明の実施形態は、当該技術分野で平均的な知
識を有する者に本発明をより完全に説明するために提供されるものである。したがって、
図面における要素の形状及び大きさなどはより明確な説明のために誇張されることがある
。
【００３１】
　一方、本実施例を説明するにあたり、無線充電部品とは、電力を伝送する無線電力送信
装置と、電力を受信して貯蔵する無線電力受信装置とを包括的に指す。
【００３２】
磁性体複合シート１００
　図１は本発明の一実施形態による磁性体複合シート１００を概略的に示す斜視図であり
、図２は図１のＡ‐Ａ’断面図である。
【００３３】
　図１及び図２を参照すると、上記磁性体複合シート１００は、磁性体層１０と、カバー
フィルム２０と、を含み、上記磁性体層は、互いに異なる大きさの第１磁性体小片１と、
第２磁性体小片２と、を含むことができる。
【００３４】
　上記磁性体層１０は、磁性粉末と、溶媒と、バインダーと、を含むスラリーを用いて形
成されることができる。上記磁性粉末は、金属粉末、金属フレーク（ｆｌａｋｅ）、及び
フェライトのうち一つ以上を含むことができる。
【００３５】
　上記金属粉末及び金属フレーク（ｆｌａｋｅ）は、これに制限されず、鉄（Ｆｅ）、鉄
‐シリコン（Ｆｅ‐Ｓｉ）合金、鉄‐シリコン‐アルミニウム（Ｆｅ‐Ｓｉ‐Ａｌ）合金
、鉄‐シリコン‐クロム（Ｆｅ‐Ｓｉ‐Ｃｒ）合金及びニッケル‐鉄‐モリブデン（Ｎｉ
‐Ｆｅ‐Ｍｏ）合金からなる群から選択される一つ以上を含むことができる。
【００３６】
　上記フェライトは、ニッケル‐亜鉛‐銅（Ｎｉ‐Ｚｎ‐Ｃｕ）又はマンガン‐亜鉛（Ｍ
ｎ‐Ｚｎ）のうち少なくとも一つ以上を含むことができ、これに制限されない。
【００３７】
　例えば、上記フェライトは（ＮｉＣｕＺｎ）Ｆｅ２Ｏであることができる。
【００３８】
　上記磁性粉末に溶媒とバインダーを添加してスラリーを製造する。上記スラリーは、ス
ラリー内に含まれた成分を均一に分散させるために分散剤をさらに含むことができる。
【００３９】
　これに限定されず、上記スラリーは、ボールミル（ｂａｌｌ　ｍｉｌｌ）を用いて製造
されることができる。まず、磁性粉末と溶媒及び分散剤を混合した後、約１０時間ほどボ
ールミル（ｂａｌｌ　ｍｉｌｌ）を用いて各成分を均一に分散させる。次に、バインダー
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を追加投入して、さらに約４時間混合する過程を行う。混合及び分散過程を２段階に区分
する理由は、バインダーが最初から添加される場合、バインダーの粘性によって磁性粉末
がスラリー内に均一に分散されにくいためである。
【００４０】
　上記溶媒は、これに制限されず、トルエン、アルコール又はメチルエチルケトン（ＭＥ
Ｋ、Ｍｅｔｈｙｌ　Ｅｔｈｙｌ　Ｋｅｔｏｎｅ）のうち一つ以上を含むことができる。
【００４１】
　上記バインダーは、水ガラス、ポリイミド、ポリアミド、シリコン、フェノール樹脂及
びアクリルからなる群から選択される一つ以上であることができるが、これに制限されな
い。
【００４２】
　上記スラリーは、絶縁特性が必要な場合にセラミック粉末を添加することができ、上記
セラミック粉末は、カオリン、滑石などを含むことができ、電気絶縁特性があるものであ
れば、限定されることなく用いられることができる。
【００４３】
　次に、上記スラリーを薄いシート状に成形して加熱し、グリーンシートを製造する。
【００４４】
　上記スラリーをシート状に製造するにあたっては、テープキャスティング工程、ドクタ
ーブレード法などを用いて行われることができ、これに限定されない。
【００４５】
　上記グリーンシートは、約５０℃～１００℃の比較的低い温度の熱処理が施された状態
で、焼結が行われておらず溶媒が除去された状態のシートを意味する。
【００４６】
　上記グリーンシートを加圧積層して所望の厚さのグリーンシート積層体を得ることがで
きる。非常に薄い厚さを希望する場合、上記グリーンシート積層体は一つのグリーンシー
トで構成されることもできる。
【００４７】
　次に、グリーンシート積層体に、積層方向に所定の深さを有する溝を形成する。換言す
ると、グリーンシート積層体を貫通しないほどの深さを有する溝を形成する工程である。
上記溝を形成する過程は、所望の大きさの第１及び第２小片を得るためのものであり、焼
成後の収縮率を計算して行われなければならない。
【００４８】
　次に、溝が形成されたグリーンシート積層体を仮焼及び焼結して磁性焼結体を製造する
。上記磁性焼結体の両面又は一面にはカバーフィルム２０が付着されることができる。
【００４９】
　上記カバーフィルム２０は可撓性を有する有機樹脂を含むことができ、これに制限され
ず、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＴＥ、ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎｅ　ｔｅｒ
ｅｐｈｔｈａｌａｔｅ）が挙げられる。
【００５０】
　カバーフィルム２０を付着した後、上記磁性焼結体が溝に沿って分離されて複数個の磁
性体小片１、２になるように磁性焼結体を破断させる工程を行って磁性体複合シートを得
ることができる。磁性焼結体を破断させる工程は、カバーフィルムが付着した磁性焼結体
を折り曲げることで行われることができ、上記屈曲操作はローラーを用いて行われること
ができる。
【００５１】
　上記の過程により形成された磁性体複合シート１００の磁性体層１０をなす磁性体小片
は、互いに異なる大きさの第１磁性体小片１と、第２磁性体小片２と、を含む。磁性材料
は、材料自体の磁気的特性だけでなく幾何学的な形状によっても互いに異なる特性を示す
。具体的には、磁性体の磁界方向と水平な方向の長さが磁界方向と垂直な方向の長さより
長いほど反磁界係数が減少する。換言すると、磁気力線は、磁性体の長軸方向に、より容
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易に流れる。したがって、上記のような形状異方性を利用すると、磁気吸収体として用い
られる磁性体複合シートの効率を向上させることができる。
【００５２】
　したがって、本発明は、磁性体複合シートの反磁界を極小化し、磁気形状異方性を極大
化するために、形状が制御された第１及び第２磁性体小片１、２を含む。具体的には、図
２に図示されたように、磁性体層及びカバーフィルムの積層方向と平行な断面において、
第１磁性体小片１の縦軸方向の長さをａ、横軸方向の長さをｂ、第２磁性体小片２の縦軸
方向の長さをａ’、横軸方向の長さをｂ’としたときに、ｂ／ａ＞ｂ’／ａ’を満たすこ
とができる。
【００５３】
　縦軸方向は、磁性体層１０及びカバーフィルム２０の積層方向と平行な方向を意味し、
横軸方向は、磁性体層１０及びカバーフィルム２０の積層方向と垂直な方向を意味する。
【００５４】
　本発明の磁性体複合シート１００は、横軸方向と縦軸方向との長さ比が互いに異なる２
種類の磁性体小片を含んで磁界の流れを容易に制御することができる。
【００５５】
　より具体的には、ｂ／ａ及びｂ’／ａ’はそれぞれ１０≦ｂ／ａ≦１０００及び０．０
０１≦ｂ’／ａ’≦１を満たすことができる。第１磁性体小片１は、横軸方向への磁界の
流れを容易にするためのものであり、第２磁性体小片２は、縦軸方向への磁界の流れを容
易にするためのものである。
【００５６】
　第１磁性体小片のｂ／ａが１０以上である場合には横軸方向への磁束の流れに有利な効
果を示さず、１０００を超える場合には磁束の流れの制御効果がそれ以上増加せず、小片
の横軸方向の長さが大きくなりすぎて磁性体複合シートの柔軟性が減少する。
【００５７】
　また、第２磁性体小片においてもまた、ｂ’／ａ’が１を超える場合には縦軸方向への
磁束の流れが有利に示されず、０．００１未満の場合には磁束の流れの制御効果がそれ以
上増加せず、第２磁性体小片の製作に困難がある。
【００５８】
　ｂ／ａ及びｂ’／ａ’に関する数値は、後述する実験例において無線充電効率に関する
結果に基づいてより詳細に説明する。
【００５９】
　また、本発明の磁性体複合シート１００は、可撓性のカバーフィルム２０により独立し
た第１及び第２磁性体小片１、２が分離されることなく上記カバーフィルム２０に面状に
接着されており、磁性体層１０が複数個の小片１、２からなることで柔軟性を有すること
ができる。
【００６０】
　さらに、磁性体層１０の一面には粘着性の可撓性カバーフィルムを、他面には可撓性の
保護フィルムを配置した形態に変形することもまた可能である。
【００６１】
電磁気誘導モジュール
　上記図３は本発明の一実施形態による電磁気誘導モジュールに関する断面図である。
【００６２】
　上記電磁気誘導モジュールは、磁性体複合シート１００と、アンテナ部２００と、を含
むことができる。
【００６３】
　電磁気誘導モジュールに関する内容のうち上述した磁性体複合シートに関する内容と同
一の事項は、説明の重複を避けるためにここでは省略する。
【００６４】
　上記アンテナ部２００は、電磁気力を送信又は受信する装置であり、これに限定されず
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、コイルで形成されることができる。
【００６５】
　上記アンテナ部２００は、配線パターンの形態に形成され、一つのコイルが連結される
か多数のコイルストランドが並列に連結されて一つのコイルパターンを形成することがで
きる。
【００６６】
　上記アンテナ部２００がコイルパターンで形成される場合、上記コイルパターンの内部
には磁路が形成されることができる。
【００６７】
　上記アンテナ部２００は、巻線形態に製作されるか柔軟性フィルム形態に製作されるこ
とができるが、これに制限されない。
【００６８】
　上記アンテナ部２００は、入力される電源を誘導磁界を用いて送信するか、誘導磁界を
受信して電源を出力できるようにして無接点電力送受信を可能にすることができる。
【００６９】
　図３の矢印はアンテナ部によって形成された磁路を示す。電磁気誘導モジュールにおい
て磁性体複合シート１００は磁界を遮断するとともに送受信距離を増幅させる機能を果た
す必要がある。磁界を遮断するために、アンテナ部２００の下部では磁性体複合シート１
００と平行になるように磁界の流れを制御しなければならず、送受信距離を増幅させるた
めに、アンテナ部２００が存在していない領域では磁性体複合シート１００と垂直な方向
の磁界の流れを活性化させなければならない。
【００７０】
　アンテナ部の下には磁性体複合シートと平行な方向に磁路が形成されるため、上記アン
テナ部２００は、磁性体複合シート１００上の第１磁性体小片１が配置された領域に位置
することが好ましい。また、上部にアンテナ部２００が存在していない磁性体複合シート
１００の領域には磁性体複合シートに垂直な方向に磁路が形成されるため、送受信距離の
増幅のために第２磁性体小片２が配置されなければならない。
【００７１】
　本実施形態によると、磁性体複合シートを構成する磁性体層に含まれた磁性体小片の形
状を制御することによりアンテナ部によって発生した磁界を効率的に遮断し、送受信距離
を増加させ、無線電力送受信装置に適用する際に充電効率を向上させることができる。
【００７２】
無線電力送受信装置
　図４は受信部と送信部で構成された無線電力送受信装置を概略的に示す斜視図であり、
図５は図４のＡ‐Ａ’断面図である。
【００７３】
　図４及び図５を参照すると、無線電力送受信装置は、交流電源が入力される電源供給部
３４０と、電源供給部３４０から印加された交流電圧により磁界変化を誘発する送信アン
テナ部３２０と、上記送信アンテナ部３２０の下部に配置される送信部磁性体複合シート
３１０と、を含む無線電力送信部と、上記送信アンテナ部から誘発した磁界変化に応じて
電源を出力する受信アンテナ部４２０と、受信アンテナ部の上部に配置される受信部磁性
体複合シート４１０と、を含む無線電力受信部と、を含むことができる。
【００７４】
　さらに、上記送信及び受信アンテナ部を容易に形成するために、アンテナ部の上部又は
下部に追加の支持層４３０を含むことができる。
【００７５】
　上記送信部及び受信部磁性体複合シート３１０、４１０は、上述した電磁気誘導モジュ
ールと同様に、アンテナ部３２０、４２０に対応する領域には第１磁性体小片が配置され
、アンテナ部が形成されていない領域には第２磁性体小片が配置される。
【００７６】
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無線電力充電装置を含む電子部品
　図６は無線電力受信装置を備えた電子部品の分解斜視図である。
【００７７】
　図７は無線電力受信装置を備えた電子部品及び無線電力送信装置の分解斜視図である。
【００７８】
　図６及び図７に示されたように、無線電力受信装置を備えた電子部品は、電子機器本体
部６００と、電源貯蔵部５００と、受信部磁性体複合シート４１０と、受信アンテナ部４
２０と、を含むことができる。
【００７９】
　また、上記無線電力受信装置を備えた電子部品は、図７に示されたように、無線電力送
信装置により無線充電が可能である。
【００８０】
　無線電力送信装置の送信アンテナ部３２０は、電源供給部３４０から印加された交流電
圧により磁界変化を誘発し、送信部の下部に配置された送信部磁性体複合シート３１０に
より磁界の漏れを遮断するとともに受信部への磁界の流れを増幅させることができる。
【００８１】
　無線電力受信装置において、無線電力送信装置によって誘発された磁界変化を受信アン
テナ部４２０が受信して電源を出力する。出力された電源は電源貯蔵部５００に貯蔵され
、上記電源貯蔵部５００はこれに制限されず、二次電池で形成されることができる。
【００８２】
　無線電力送受信装置に含まれたアンテナ部３２０、４２０及び磁性体複合シート３１０
、４１０の形状及び配置に関する説明は、上述した電磁気誘導モジュールに関する説明と
重複するため、ここでは省略する。
【００８３】
実験例
　下記表１ａおよび表１ｂは磁性体複合シートを構成する磁性体層とカバーフィルムの積
層方向の断面において、第１磁性体小片の縦軸方向の長さをａ、横軸方向の長さをｂ、上
記第２磁性体小片の縦軸方向の長さをａ’、横軸方向の長さをｂ’としたときに、ｂ／ａ
＞ｂ’／ａ’値の変化による磁性体複合シートを含む無線電力充電装置の充電効率を示す
資料である。
【００８４】
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【表１ａ】

【００８５】
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【表２ｂ】

＊は比較例を示す
【００８６】
　上記表１ａおよび表１ｂに示されたように、ｂ／ａが１０未満の場合には横軸方向への
磁界の流れの制御が容易でなく、ｂ’／ａ’が１を超える場合には縦軸方向への磁界の流
れの制御が容易でないため、無線充電の効率が向上しない。すなわち、同一の大きさの磁
性体小片からなる磁性体複合シートを用いた場合と同様に、６８％未満の充電効率を示す
。
【００８７】
　また、ｂ／ａが１０以上、ｂ’／ａ’が１以下の場合には無線充電効率が上昇するが、
ｂ／ａが１０００を超えるかｂ’／ａ’が０．００１未満の場合には充電効率がほとんど
上昇せず、製造の容易性も低下する。したがって、ｂ／ａ及びｂ’／ａ’は、１０≦ｂ／
ａ≦１０００及び０．００１≦ｂ’／ａ’≦１において臨界的な意味があることを確認す
ることができる。
【００８８】
　以上、本発明の実施形態について詳細に説明したが、本発明の権利範囲はこれに限定さ
れず、請求の範囲に記載された本発明の技術的思想から外れない範囲内で多様な修正及び
変形が可能であるということは、当技術分野の通常の知識を有する者には明らかである。
【符号の説明】
【００８９】
１　第１磁性体小片
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２　第２磁性体小片
１０　磁性体層
２０　カバーフィルム
１００　磁性体複合シート
２００　アンテナ部
３１０　送信部磁性体複合シート
３２０　送信アンテナ部
３３０　支持層
３４０　電源供給部
４１０　受信部磁性体複合シート
４２０　受信アンテナ部
４３０　支持層
５００　電源貯蔵部
６００　電子機器本体部

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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